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This article concerns about the problem of actor in Theory of International Relations.
At the end of the Cold War, Theory of International Relations was about to changing
dramatically. Conventionally Theory of International Relations was having interests
about the tendency of state as a rational actor. However, the habit-forming way of
analysis couldn’t explain the end of the Cold War. After that, Theory of International
Relations has been approaching the change to figure out the end of the Cold War.
Namely Theory of International Relations has been demanded to comprehend the forth-
coming change of the International Society. This time, the thesis tries to follow the
debates about the recent problem of actor to get up-to-date with latest fashion of Theory
of International Relations.
は じ め に
国際社会はますますグローバル化を加速させ，そのようななか，国際関係そのものにも変化
は生じている．その様相を捉えることが国際関係理論の役割であるが，本稿ではグローバル化
した国際社会を分析するために国際関係理論がどのような変化を見せているのか，もしくは，
どのような点を変更させていく必要があるのかを検討していきたい．
90 年代以降の国際関係理論における潮流の 1 つとして，コンストラクティヴィズムの登場
と，そのことによりもたらされた議論の存在がある．国際関係を客観的に把握しようとしたネ
オリアリズムとネオリベラル制度論では，その前提に合理的行為主体の存在があった．これに
対してコンストラクティヴィズムでは，行為主体はその行為主体がおかれた状況や時代，さら
に他の行為主体と共有する知識，規範により行動を決定すると考え，行為主体間の間主観性を
重視した．合理的な選択をする行為主体が国際構造下でおこなう行為と，国際構造下で主観を
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形成し共有する行為主体という違いが，この議論の前提である．そしてコンストラクティヴィ
ズムにより，行為主体が共有する間主観性を理解することが変化する国際社会を理解する為に
は重要であるとネオリアリズム・ネオリベラル制度論に対して議問がなげかけられたが，その
内容は曖昧な部分も残していた．つまり，間主観性がどのように国家間に浸透するのか，国家
は間主観性を共有した後，どのように政策を変更させるのかが明確ではなかった．そのため，
コンストラクティヴィズムのネオリアリズムとネオリベラル制度論への批判は議論の余地があ
るといえる．本稿では，コンストラクティヴィズムのこの批判を念頭に，行為主体の主観が変
化する過程を捉えることを目的として，グローバル化した国際社会における国際関係理論の役
割を考えていく．そのことが最終的に，コンストラクティヴィズムからのネオリアリズムとネ
オリベラル制度論への批判の際に曖昧にされた部分を解明するきっかけとなり，また近年国際
関係理論において見直されている行為主体の存在を捉えるきっかけになると考えるからであ
る．
研究の背景には，既存の国際関係理論が国際構造要因を重視し続けてきたために，グローバ
ル化された国際社会の現状を捉えることが難しくなったという問題意識がある．それと同時
に，構造決定論的な見方の修正と，構造のなかでどのように間主観性が形成されるのかに注目
している国際関係理論の議論の整理をおこなう目的もある．また，本稿ではコンストラクティ
ヴィズムが注目してきた間主観性が形成される過程には，構造と行為主体との相互作用性を分
析できる可能性があり，その過程を明確化していくことにより，近年国際関係理論で重視され
てきている行為主体に基礎を置く分析モデルの理論化への手がかりになると考える．その点に
おいて本稿は，近年の国際関係理論における理論的・方法論的進展を念頭に，この分野の今後
の発展の諸方向を示唆することを目的とする研究でもある．
コンストラクティヴィズムの中心概念である間主観性によりもたらされる社会的に構成され
た国際社会がどのような過程で形成されていくのかはいまだに曖昧である．コンストラクティ
ヴィズムを用いた分析はしばしば規範ができやすい環境や人権など，イシューに偏りがあると
いえ，争点が多く，国益が前面に出やすい政策の議論に対してのコンストラクティヴィズムへ
の引用は少ない 1)．そういった批判にコンストラクティヴィズムは応えることができるのか．
それともコンストラクティヴィズムがもたらす構成された国際社会には限界があるのか．これ
らの批判への解答を導き出すためにも，国際関係を形成する行為主体と行為主体の主観が受容
される過程としての政策決定過程の見直しをする．本稿ではコンストラクティヴィズムをネオ
リアリズムやネオリベラル制度論と対立するものとして捉えるのではなく，それらを土台とし
た理論的発展を促す存在であると捉えている．そして国際関係理論の現在の議論は，長期的に
グローバル化した国際社会を分析する国際関係理論へと昇華するための過程だと考えている．
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Ⅰ 行為主体の主観分析
1．先行研究の検討
国際関係理論における行為主体は所与のものとして存在している．そして，その行為主体の
選好は不断に変化するはずであるが，理論の簡潔性を目指したネオリアリズムと，そのネオリ
アリズムと統合したネオリベラル制度論の前提では行為主体の選好は一定であった．結果とし
て理論の硬直化を招いており，その硬直化の直接的原因として考えられるのが，行為主体の主
観分析の省略であると本稿では考える．そして 90 年代以降の国際関係理論において，コンス
トラクティヴィズムが本格的に登場することで，国際関係理論が所与のものとしている行為主
体，つまり国家がその主観を変更させ，そのことによって国際構造の変更がもたらされること
が議論されるようになってきた．国際構造だけではなく，行為主体側の国際構造下での行為の
変更も考慮しなければならないという算段である．
国際関係理論はこれまでも行為主体が国際社会を考えるうえで果たす役割の重要性に触れて
きた．それは国際社会に存在する行為主体というだけではなく，分析される客体としての行為
主体である．つまり，その行為主体の存在そのものやその選好を考慮し，分析することであ
り，社会学の言葉を借りると構造とエージェント問題におけるエージェントに当たる部分であ
る．本稿では国際関係理論における行為主体を，社会学が前提とするエージェントとして類推
し，「その選好が国際構造に影響を与えうる存在」として統一し議論を進めていく．本稿での
行為主体は国民国家を指すことになるが，グローバル化が進む現在ではすでに国家以外の行為
主体が国際社会に影響を及ぼしており，今後これらの非国家行為主体の存在を視野に入れ国際
関係理論の分析枠組みを作っていく必要性がある．しかし今回本稿では非国家行為主体には触
れず，国家行為主体と国際構造が相互作用性のなかで国際社会を造りだしていく過程を捉えて
いきたい．
行為主体の主観を理論として捉える試みはこれまでもなされてきた．行為主体の認識が引き
起こす情報の読み違いという問題を R. ジャービスは 1976 年にすでに Perception and
Misperception in International Politics で書いている 2)．また 1978 年に書かれた論文
“Cooperation under the Security Dilemma”においては冒頭でルソーの「鹿狩りの寓話」に触
れ，人間の認識によってセキュリティディレンマに陥る国際社会の現実についても触れてい
る 3)．R. ジャービスは，行為主体つまり国家が他国との関係でもつ認識，つまり主観がどの
ように変化をするのかによって国際社会における選好が変化することをこれらの論文において
著述している．また R. ジャービスと同様認識の誤認に関して注目した A. キッドは，“Game
Theory and Spiral Model”において行為主体の分析をおこなっている．この論文では，R. ジャ
ービスの前掲書にも触れ，国家間で繰り広げられるゲームにより国家が陥る誤認を指摘してい
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る 4)．また同論文において C. グレイサーの議論にも触れ，国家同士が互いに相手国が現状維
持国家であるのか現状打破国家であるのかをどのように判断したらよいのかを見抜くことの難
しさについて書いている．A. キッドが「作用と反作用サイクル（Action-reaction Cycle）」と
表記しているように，それぞれの国家が相手国の出方を見ながら自国の選好を変化させ，国際
社会で振る舞う様子を著している．しかし A. キッドは 2005 年の著書 Trust and Mistrust in
International Relationsにおいて，既存のリアリズムにおける合理主義の議論にも言及しなが
ら，国際交渉ゲームのなかでも互いが信用する論理を著した 5)．A. キッドは，この著書の冒
頭において，冷戦を理解するうえで中心的な概念を信用だと述べ，国家間が信用を互いに築け
るのかどうかが，結果として国際社会を混乱に陥らせることにもつながり，一方で国際社会に
秩序をもたらすことになると考えた．
このように，これまでの国際関係理論でも行為主体の主観を分析することの重要性は認識さ
れてきているが，そのことが直接国際関係理論の枠組みに影響してこなかった．冷戦後本格的
に議論されるようになった国家が他国をどのように認識し，それによってどのように行動をす
るのかを考える方向性と国際関係理論の発展を結びつけて考えることが本稿の目的でもある．
コンストラクティヴィズムの存在が強まったことにより，国家の主観に関する議論が盛んに
なった側面も否めないが，国際関係理論の流れのなかには，冷戦期の安全保障のジレンマを捉
えようとする研究のなかですでに，国家の主観を認識し，それを客観的に分析する方法が考え
られてきた．R. ジャービス，A. キッドと並行して議論をおこなってきた C. グレイサーが
2010 年 に Rational Theory of International Politics- the logic of Competition and
Cooperationを発表している 6)．次に，この C. グレイサーの行為主体の合理性の議論からこ
の問題を考えてみたい．
2．C. グレイサーをめぐる議論
2010 年に米国の雑誌 Security Studyにおいて，C. グレイサーの前掲書に関する特集が組ま
れ，国家の合理的行為に関する議論がなされた．前節で述べたように，R. ジャービスや A.
キッドもその問題点を指摘してきたように，国際関係理論においては行為主体の認識を捉える
必要性とその難しさ，その際に行為主体に設定してある合理性に関しての議論がこれまでも存
在していた．C. グレイサーがこの本で明確にしたかったことは，国家が合理的に行動すると
考えていた既存の理論の枠組みを超えて，合理的な基準を国家に与えるべきだということで
あった 7)．つまり国家が直面する国際構造というものは常に一定ではなく，国家の行動に制
約がかかる場合と，また逆に機会が与えられる場合がある．その際に国家はどのように行動を
するべきかの基準を与える役割が国際関係理論には含まれていると考える．これは一見既存の
理論が設定してきた国家は合理的な選好をおこなうと仮定することと同様に見えるが，理論が
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合理的な行動基準を示すべきだと考える点がこれまでの議論と違い論争を呼んだのである．
C. グレイサーの議論では国家が国際構造下において制約と機会のどちらかに直面した場合，
国家がどのように行動するのかを示しているが，この議論において重視したいのは，国際構造
と国家の相互作用性が暗に含まれていることである．国家が国際構造における様々な事象を制
約と捉えるのか，機会と捉えるのかは別として，国家が国際社会を形成する主観を想定してお
り，国家が自らその主観のもとで選択をおこなうということが想定してあることが重要であ
る．近年は，K. ウォルツが陥った構造主義を批判するのではなく，構造の存在を認識しなが
ら行為主体の動機を説明する動きが盛んである．つまりどのような構造下であっても，国家は
各自のアイデンティティや志向を形成するのであって，構造を捉えて行動をする．これらの一
連の流れを国際関係理論は重視するようになってきており，国際関係理論に必要な視点は変化
しつつあるといえる 8)．
国際関係理論における構造と行為主体の相互作用性を捉えるうえで重要な視点を与えてくれ
た C. グレイサーの議論ではあるが，その前提には批判も起きている．J. ミヤシャイマーは，
C. グレイサーへの批判をするなかで，国際関係理論を評価するには 2 つの方法があると述べ
ている 9)．まずは，理論内部の理論を分析する方法である．理論のなかに中心概念があり，
仮定があり，そして論理的一貫性があるということが理論として重要だということである．既
存のリアリズムなどはこの条件を満たしている．次に，理論をそのまま解釈して，それを歴史
と照らし合わせる方法である．歴史と照合できれば，そこに法則性が認められ，国家の過去と
現在の行動を説明する理論となりえる．J. ミヤシャイマーは，C. グレイサーの理論は，この
2つの評価のどちらにも当てはまらないと考えている．
C. グレイサーは，国家が自らの目的を達成するために何をするべきかを述べ，国家が直面
する制限を与えることに理論の役割があると考えている．その意味でその理論は規定的かつ規
範的であり，J. ミヤシャイマーの理論を分析する 2 つの方法のいずれにも当てはまらない．
しかし，C. グレイサーは自らの理論を，説明能力の高いものであるとは述べておらず，その
代りに様々な国際構造下で合理的国家はどのように他国に対して行動をするべきかの案内を与
えることできるとしている．K. ウォルツは，外交政策理論が国内の行動を説明するのに必要
であると述べており，また国家はしばしば非合理的な行動をするので，分析は不可能であると
考え，その点から構造のみに注目したが，C. グレイサーはその状態で国家が取るべき行動を
理論が提示することを目指している．そしてそのためには，K. ウォルツとは反対に，政策決
定過程に注目をしたのである．そして，この政策決定過程に注目する理論的な方向性は，国際
関係理論が構造のみを分析してきたことに問題があったとする意識と概ね一致する．
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3．行為主体の主観分析の課題
J. ミヤシャイマーは，C. グレイサーが設定していることにはしばしば無理が生じると考え
ている．例えば国家が攻撃的になる場合と防御的になる場合とを設定しているが，それを算出
するのは難しい．国家間が，互いが自らはどのような国なのかを知らせるためにシグナルを送
り合うという設定にも同意できないと考えている．しかし，J. ミヤシャイマーが批判するこ
と以上に，C. グレイサーの議論には国際関係理論にもたらす新しい視点があり，それは政策
決定論と関連している．C. グレイサーによると，K. ウォルツの失敗はパワーの配分のみに関
心を抱きその他の変数に注意を払わなかったことであるが，C. グレイサーが展開した議論に
は，国家が国際社会で実際どのように自らの安全を拡大するのかを理解するための重要な視点
が含まれている10)．つまり，他国がどのような選択をするのか想定したうえで，合理的と想
定してある選択を国家は取ると考えている点に，既存の理論の視点との違いがある．
さらに理論の規範性についても J. ミヤシャイマーは批判をする．J. ミヤシャイマーは，C.
グレイサーの理論は国家の取るべき選択を示唆するという点で説明的ではなく規範的であると
考え，よってこの理論を適用すると国際社会の基本的な前提に変化を強いられると考えてい
る11)．時に政策決定者は攻撃的になり，時に協力的になり，その時々に規範を変更させるが，
C. グレイサーはどのようにこの急進的な変化が起こるのかについて説明せず，過去の大国の
行動と照らし合わせても矛盾が存在しており，このことは，前節で述べた理論の評価方法から
すると理論としては不十分であると J. ミヤシャイマーはみている．このように，様々な批判
はあるが，C. グレイサーが考える理論は，これまでの行為主体レベルと構造レベルという分
析レベルのどちらも兼ね備えたものが必要だと考えている点で国際関係理論の近年の流れのな
かに一石を投じている12)．行為主体レベルを用いた理論は，国家の動機や目的を説明するも
のであり，構造レベルは国家の物質的変数と情報変数を説明する．行為主体レベルを重視して
きた理論は，これまでその国家の形態に注目をし，そこから分析をしようとした．例えば，民
主主義国家間であれば戦争を起こしにくいといったような，国家体制から帰結を想定する分析
手法である．C. グレイサーは，これらの議論をさらに発展させ，情報変数を用いたなかで国
家の国際的な立場を理解し，他国と自国の関係性のなかで政策決定をしていく理論を視野に入
れ議論している．
C. グレイサーは，自分の理論は外交政策決定の理論であると考える13)．彼は，構造理論が
もたらした理論の簡潔性に敬意を払いつつも，構造のなかでも国家がどのような動機を持つの
か，他国の情報をどのように読み取りどのような政策をとるのかを考えない理論では，冷戦終
焉を予測できなかったことと同様の失敗が起こると考えている．要するに，国際関係における
帰結というのは，結局のところ外交政策決定の直接的な決定に影響を受ける．よって，国家が
外交政策でどのような選択をするのかを理論化することは，国際関係理論の基礎をつくること
166 第 18 号中央大学社会科学研究所年報
でもあり重要である，しかし，国際関係理論と外交政策決定を明確に分けることは難しく，ま
た不可能であると考えることから，C. グレイサーは自らの理論を構成する．
C. グレイサーの理論は，国家が選択できる政策は，協力的にも競合的にもなり得ると考え
る点で，コンストラクティヴィズムがもたらした間主観性の議論とも重なる．コンストラク
ティヴィズムを用いた議論は規範を形成することに焦点を合わせていくことが多いが，間主観
性を持つということは，非協力もしくは非規範的な間主観を持つことにもつながってくる．C.
グレイサーが指摘する点はこの点と重複する部分があり，他国がどのような国であるのか，他
国がどのような選択をするのかの情報を得るなかで国家の選好の変化がもたらされる．K.
ウォルツの構造理論は，構造とエージェントの関係でエージェントを捨てることで国際社会全
体を簡潔に説明しようとしたが，近年の議論ではこの捨てられたエージェント側も踏まえて国
際関係理論を構成しようとする流れが一般化しようとしている．
Ⅱ 行為主体と政策決定論
1．国際関係理論のなかの政策決定論
政策決定過程は，国内政治と国際政治の両側面と関わる重要な過程である．政治体制や政治
過程の違いから，どのような政策決定の違いがあるのかを分析するのは国内政治の観点である
と考えられ，一方で，実際に官僚や政府代表者がサミットや国際交渉の場でおこなう政策決定
を分析する場合等は，国際政治の一部と考えることも多い．このように，国内政治と国際政治
をつなぐ役割を持つ政策決定論はこれまでいくつかのモデルとして捉えられてきた．例えば ,
政策決定者が目的を達成するために選択できるもののなかから最良の政策を選択し，そのこと
により価値の最大化を図るという合理的選択モデルや，政策自体を組織過程と見なし，組織の
イデオロギー，標準化作業手続き等と考える組織過程モデルなどがある．さらに政策決定者が
推論することや意思決定することを重要視する形で政策が遂行されると見なす認知過程モデル
等もある14)．
政策決定論の第一人者として，R. スナイダーや J. ローズノー，その他にも G. アリソン，R.
プットナム等の学者がいる．そのなかでも R. スナイダーは，対外政策分析に意思決定論を導
入し，これは「スナイダー・モデル」として議論を巻き起こした．そこでは，国家という行為
主体の存在意義を認め，国家間で繰り広げられる外交ゲームを相互作用の過程として分析しよ
うとした．そして，国家が影響を受ける要因を 1）外的条件，2）内的条件，3）社会構造と行
為，と仮定した．これを機に，政策決定における行為主体の相互作用の問題は展開されていく
が，政策決定において重要なものが行為主体であるのか，組織的枠組みであるのかは明らかに
されていない．
このように政策決定者と組織的過程の両方の観点から分析する手法が様々なモデルで展開さ
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れるなか，R. プットナムは国内政治過程と外交交渉の場を 2 レベルゲームとして捉えた．本
来 R. プットナムの 2 レベルゲームは，国内政治と国際政治の相互作用性を解くものであり，
彼によると，どちらかがどちらかを決定付けると考えるのではなく，両方がその時々に，その
場の状況によって相互に決定付けると考えている．その外交交渉での中心的な行為主体は官僚
や政治家であり，彼等は国内と国際の圧力を仲介する特別な役割であり，常にそれぞれの空間
に曝されている．ここで R. プットナムは，合理性について以下のように述べている．行為主
体にとって，一方のゲームでは合理的であっても，他のゲームでは非合理的な選択をおこなう
ことがある15)．即ち，プレイヤーは国際的には効果的，合理的な選択をおこなうことが可能
であっても，国内向きには非合理的な選択をすることもある．これはしばしば外交において見
られ，また囚人のジレンマに代表されるゲーム理論の多くもこの原理に基づいており，合理的
な選択の裏には非合理的な選択も同時に存在することを想定している．R. プットナムはこの
二律背反性を 2レベルゲームにおける“政治的複雑性”と呼んだ．
政策決定論は，国際関係理論のなかにおいては 1つのモデルであるが，国際政治の末端の政
策決定者により政策が決定されるという行為があり，そこで合理的判断がおこなわれ，一方
で，その行為は組織的，構造的に影響を受けているということを前提とし，国家の行動を予測
している．これまでの国際関係理論ならば，国家という行為主体により合理的選択がおこなわ
れると単純化し，合理的選択に至るまで国家がどのような認識を持ち，選択したのかという議
論は扱ってこなかった．しかし，実際に現在のグローバル社会のなかでは，下位レベルの存在
を考慮しなければならなくなっており，政策決定論の国際関係理論における活用化が試みられ
始めた．政策決定論は，行為主体が認識を持つ過程を分析するための方法論を示唆しており，
そしてそれは，国家が国際社会のなかでどのような主観を持っているのか，そしてどのような
行動をとるのかを捉えることにつながる 1つの過程でもある．
2．政策決定論の国際関係理論化
政策決定者である官僚や政治家たちは国内命令と国際的圧力のバランスを保とうとする16)．
実際国際政治に関する政策決定がおこなわれる場合，少なくとも政策決定者は国内，国際両方
からの影響を受けている17)．政策決定者は，他者の政策決定を考慮せずには自らの目的を定
めることをしないので，他者に影響を受けるという点で，自らの信念に基づいた合理性を追求
することはできない18)．それは戦略的相互行為と呼ばれる状況であり，政策決定者は，他者
の政策決定との関連で自らの選好を決定するが，合理的選択論に基づく政策決定では，その選
好は相互行為を通じて一定であると仮定されているために，政策決定者の政策決定の変更は，
選好の変更ではなく環境の変化に起因されると考えられている．そしてそれぞれの均衡点を政
策決定者は判断し外交をおこなっていくものと考えられる．これまでの国際関係理論では，こ
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の政策決定者が国内圧力により影響を受け政策を決定する過程を国内政治の範囲であるものと
して一括りにして扱ってきた．そこでは，すでに決定された政策を行使するものとしての国家
が存在しており，国家は国際政治において合理的判断をおこなう行為主体でありつづけた．け
れども，政策決定の最終決断を下すのは，そこにいる人間であり，彼等による合理的選択がお
こなわれている．C. グレイサーはこの点を指摘した19)．
近年，国際社会の性質が変化するなかで，行為主体が国際社会のなかでの政策決定をする際
に影響力を行使することを捉える必要性が高まってきたが，その行為主体が，一体どの時点で
国際社会と交じり合うのかを考えた場合，これらの仮定はこれまでの国際関係理論ではあまり
議論されておらず，政策決定論においてだけ唯一官僚や政治家，その他の政策決定者という個
人の存在を前提としていた．この部分を分析することの重要性が把握されるようになり，国際
関係理論と政策決定論の棲み分けの必要性があまりなくなりつつある．結局，国際社会におけ
る行為主体としての国家の行動を予測，分析する際には政策決定者や政策決定者がおこなう国
内政治における政策決定過程，国際社会の構造等，視野を広げて分析をすることが重要視され
るようになってきているのである20)．政策決定論の国際関係理論化である．そして，そこに
は，国際関係理論も他の社会科学と同様，その根底には政策決定者という”個人“が存在して
いることを認識しようという動きがある21)．
3．政策決定者としての行為主体分析
社会は，個々の事象の集まりではあるが，実際この事実を方法論的個人主義も方法論的集団
主義も理論的に証明することはできない22)．適切な方法論は，社会現象は方法論的個人主義
でも方法論的集団主義でもなく，方法論的個人集団主義により分析されると考えることが可能
ではないか．つまり，社会現象は個人主義にみる還元主義ではなく，一つ一つが分離したもの
であり，その分離したものが継続しているという点において，集団主義なのである．ようする
に，歴史の積み重ねである．
個人主義と集団主義に関する現在の議論は，社会的属性が原因となることができるのかとい
う点に集中する．これはコンストラクティヴィズムの議論にも類似し，社会学においては，方
法論的個人主義を批判しながらも，“個人”の行為主体のみが社会的行動の源であると考えて
いる23)．社会学では，社会的特徴・出来事は個人のみからうまれるのではなく個人そしてそ
れらの特徴の継続からできていると考える．結局のところ私達が存在する社会，もちろん国際
社会も分解していくならば，そこに“原子”が存在し，“原子的”なものと“構造的なもの”
との相互作用で成り立っている．どちら側を強調するのかによって理論の構成は違ってくるの
である．
冷戦崩壊後のネオリアリズムやネオリベラル制度論へのコンストラクティヴィズムからの批
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判，そしてその後のリアリズムの前提をめぐる議論等，様々な議論を通して，社会科学の前提
としては当然のことであるが，社会現象における“個”への注目が高まっている．そして，既
存の国際関係理論の 1つのモデルであった政策決定論を見直し，そこから国際関係理論の説明
能力を高めようとする動きが出てきているのは上述したとおりである．国家は物質的な情報
も，また観念的な情報も認識したうえで自らの行動を決定するが，政策決定過程はその情報と
行動の交差点であり，そこには政策決定者の決断があり，国際社会に影響を及ぼしているので
ある24)．
政策決定論は本来リベラリズムの流れを汲むものであり，リベラリズムは，国内要因に目を
向け，さらにこれまで決定を下す個人に焦点をあてた様々な研究もおこなってきた．リベラリ
ズムは冷戦後期のネオリベラル制度論がネオリアリズムと統合したことで，その存在意義を失
いかけたこともあったが，実際リベラリズムは外交政策決定過程を含む国際関係の様々な事象
を捉えることのできる理論的潮流だといえる25)．それはしばしば心理学分野の研究も導入し，
個人の信念や精神構造がどのように政策行動に影響を及ぼすのかといった研究もおこなってき
た．例えば，R. ジャービスは政策決定者が不確実性にみちた複雑な世界をどのように理解す
るかを解明し，A. ジェイニスは集団思考が外交における失敗を導いたと主張している．その
他にも，政策決定論を心理学により考えようとした試みは数多くある．N. ライテは，エリー
ト研究をまとめた A study of Bolshevismという著書を 1950 年に出版している26)．彼によると
ボルシェビズムは，ロシアのある伝統的な側面を保護するためにレーニンやその仲間による意
識的努力として表される．この本が書かれた当初，多くの学者達が国際関係を理解するために
エリートに注目していたが，ここでは特にエリート理論のメカニズムを理解するために，操作
可能なコード（Operational Code）という概念を用いている．彼によると，外交は外界に向け
られたものではなく，外交をおこなう人々の外界のイメージであり，外交には個人の影響が反
映している．なぜボルシェヴィズムが継続して支持されるのかは，行為のルールや行動の規範
を受けとめる操作可能なコードを含む政治戦略が，本来行為のルールや行動の規範により新し
く違った性格の構造──ハードコアボルシェビズム──を要求する個人により内化されるメカ
ニズムによると考えた．ここでの操作可能なコードは，政治戦略の行為のルールや，行動の規
範を変えていくために個人が内在化している基礎的概念であるといえる．よって N. ライテ
は，分析手段として心理分析理論を用いるようになり，そして心理的反応の形態としてボル
シェビスト達を理解することをおこなった．ボルシェビズムの信念の無意識的重要性を明らか
にするためにも心理分析理論を用いる必要があった27)．
政治において，そしてもちろんその他の場面においても合理的な政策決定の可能性には認識
的な制限がある．政策決定を分析するなかで認識心理学の分野を用いようとする動きはこれま
でもあったが，政治的決定に関連する実際の信念や人々の認識を明確にする必要があり，それ
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が大きな問題点となっていた28)．統計的政策決定理論や経済学における純粋な合理性モデル
と比較して，政治活動における合理的政策決定は以下の点で制限があると考えられた．まず，
行為主体が扱う場面における情報は通常不完全である．次に，目的と手段に関する行為主体の
認識は，通常，行動の結果を予測することに適しておらず，行為主体にとって行動を決定する
唯一の基準を明確に表すのが難しいことである．これらの理由から政治における完全な合理的
政策決定は不可能であると考えられてきた．行為主体は，これらの認識的制限や合理的選択を
おこなううえでの問題点に適応していかなければならない．ここでの，操作可能なコードと
は，行為主体が含んでいるルールや規範といったものであったが，実際それは行為主体の政策
への計算されたアプローチであると考えられ，支配階級や個人の政治的リーダーの政治的計算
を分析したものであった．このことからも，政治に関する信念は，政治的紛争の特徴に関する
行為主体の仮定やその行為主体の対立者のイメージにより影響を受け，合理的選択は政策決定
における政治的リーダーやエリートの裁量に影響を受けると考えられる．
ここで述べられているのは，ただ単に政策決定者が自らの信念に基づいて決定をおこなって
いるというわけではなく，その信念を作り出すまでには他者を意識した合理的な計算がなさ
れ，それも 1つの判断基準となっているということである．政策決定論は対外政策における政
策過程や政策決定者そのものを分析するものであるが，複雑に絡みあったそれぞれの心理を分
析する必要もあり，ここでも完全な合理的判断を求めることは難しいのである．
Ⅲ 国際関係理論の新たな展開
1．コンストラクティヴィズムの登場による社会学の導入
行為主体と国際構造の相互作用性を分析する理論的方向性を検討する際に，行為主体がどの
ような行動をとるのかをこれまで予測してきたのは政策決定過程であり，そのなかでも合理的
選択論では行為主体の行動を予測していた点を考慮しなければならない．その際に重要なの
は，既存の理論は合理的行為主体としての国家を前提とし，そこから答えを導き出していた
が，合理性を追求していたというよりは，合目的であることと合理的であることを混同してい
たと考えることである．このことから考えても，国家が取り得る合理的選択は，様々な状況が
ある外交政策決定の場では完全合理性を追求できない29)．国際社会のなかで国家が取り得る
選択は，実質的合理性であり，制約下の期待効用最大化である．その点で，国家は国際社会と
いう構造のなかで期待効用最大化を目的としており，国家をエージェントとして捉え方法論的
個人主義を用いるというよりも，エージェントとして構造と相互作用して帰結を出すという方
法論的集合主義で考えることが可能だといえるのではないか30)．国際関係理論では，長い間
リアリズムの系譜が議論の中心になることが多かった．リアリズムが前提していた合理的行為
主体としての国家を分析する際，これまでは，方法論的個人主義のみの問題と議論されてき
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た31)．これらの齟齬が結果として国際関係理論の硬直化を導いたと考えられる．前節でも述
べたが，最終的には，方法論的個人集団主義においてのみ，現実を把握できるといえる．
政治の研究に対する合理的選択論的アプローチをおこなうためには，まず政治的行為主体を
規定し，次にその政治的行為主体は道具的に合理性であると定義される必要がある．けれども
これまでリアリズムはこのような合理的選択論の仮定を必要としてこなかった．なぜならリア
リズムの前提では合理的選択をするのではなく，彼等にはパワーという合理的な目的があり，
それを達成させるためになら何をしても良く，そのプロセス自身も合理的であると考えていた
からである．本来，合理性はミクロ理論と結びつくものであり，個々の事象を分析するのに適
していたはずであるが，リアリズムの合理性の前提が国際関係理論全体へ波及したことによ
り，ミクロを無視した分析がおこなわれ，理論の停滞が起こったと考えられる．
社会学は本来，合理的選択論について多く議論してきた．それは方法論的集合主義
（Methodological Collectivism）や方法論的個人主義（Methodological Individualism）の問題と
も関わっており，さらに功利主義の問題にも発展していく．社会学では，個の主観的に方向付
けられた行為の過程や結果が，社会・文化的事象と結びついていると考えるので，盛んに行為
の分析がおこなわれている．この行為分析は，社会学的分析の基本単位を個々の行為と定め，
これを体系的に分析することにより社会現象の法則性を図ろうとするものであり，これを行為
理論と呼ぶ．では一体，この行為理論がどのように国際関係理論に影響を与えうるのか．
まず，個々の後天的に取得されたシンボル性の記号による情報や知識，即ち主観的な観念に
より方向付けられているそれを分析するのが社会学でいう行為理論であるのなら，それを用い
て国際社会で国家以下の個々の行為主体がどのように機能しているのかを分析できる．その結
果，行為理論を用いて得られる主観的観念の違いが，現在にみられるようなテロリズムや宗教
対立といった，個々の集団間での違いを捉えることができ，グローバリズムにおける弊害を分
析することができる．つまり，国際関係理論に社会学的見地を取り入れるならば，方法論的個
人主義と方法論的集団主義の両観点から，行為主体個々の行為の可能性や K. N. ウォルツが分
類した分析レベルの第 1レベルの再考が示唆され，その点で影響を与え得る．国際関係理論の
なかで，行為主体の選好を視野に入れる方向性を導き出すためにも社会学の視点は重要であ
り，コンストラクティヴィズムは社会学の視点を取り入れる機会をもたらした．つまり，国際
社会の変容を分析する際に，間主観性という行為主体が持つ主観を取り入れていくことを提示
したコンストラクティヴィズムは，国際関係理論のメタ理論として存在価値を見出したという
よりも，既存の理論への問いかけにより国際関係理論の新しい展開を示唆したといえる．
2．行為主体の選好の変化とその分析
コンストラクティヴィズムの登場により，既存の理論の前提が見直されるようになってきた
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が，ネオリアリズムとネオリベラル制度論がなぜ批判を受けたのかを再度問い直すと，国際社
会の変容を説明できなかった点に集約される．そのことから考えてみても，国際関係理論に求
められていることは，変容する国際社会の状態を説明することだといえる．つまり，国際社会
における国家の選好が変更することを予測できれば批判は起きない．そして選好を変更させる
のは行為主体としての国家であるから，行為主体を捉えることが必要となる．それではどのよ
うな時に選好の変更が起きるのかというと，行為主体が考えていた合理的だと思う解が，構造
上の変化に伴い変化するときである．論理的には単純であるが，しかしこの選好の変化の過程
を国際関係理論で簡潔に説明することは難しい．ここではミクロ経済学における最適制御理論
を用いることにより，政策決定における合理性を考え，行為主体の選好の変化過程を分析する
ことを検討してみたい．
最適制御理論は動態的なシステムを分析するのに有益であり，本来時間軸上で選択された決
定はどのポイントであっても最適であると考える点から出発する．ここでは与えられた条件の
なかで，政策決定者が最適な選択をおこなうための政策を自由裁量政策と呼んでいるが，実
際，選択されたタイミングにより最適解は左右され，「時間的（動学的）非整合性」が生じる
と考えられる32)．これは本来，ミクロ分析的立場から，金融政策を分析しようとする際の主
要な問題であった，「時間的非整合性」（time inconsistency）と呼ばれる問題についての議論
であり，それは金融政策の実施について政府が弾力的な裁量を持っているのに対して，交渉で
決まる賃金や価格がしばしば非弾力的であるという非対称性が生まれることについて分析した
ものであった．実際国際関係理論に援用されている例はないが，ここで問題としたいのは最適
解に時間的格差があるということである．つまり，現在における最適解は，後に最適ではなく
なり，そのために政策決定者によりおこなわれる自由裁量政策は社会における客観的機能を最
大化することにはつながらない．経済エージェントは将来の政策を完全に予想できるわけでは
なく，ただ経済状況の変化の結果として政策決定者の決定がどのように変化するのかについて
の知識を持っているのみである．社会における客観的機能における変化は，経済エージェント
の将来の政策における期待や彼等の現在の決定に影響を与え，そしてこの影響によってもたら
されるものは最適制御理論とは一致しない．
結局，最適制御理論は，適切な計画立案によって導かれ，そして現在の結果やシステムの動
きが基づいているものは，現在と過去の政策決定や状況に依存しているといえる．よって，経
済エージェントの現在の決定は，ある一定の部分で，将来の政策行動に対する彼等自身の期待
に依存している部分もあり，政策ルールに基づきながらも，自由裁量の余地は残されている．
もし，この自由裁量の余地がまったくないのならば，完全な最適制御理論は完成である．では
具体的に最適解が最適ではなくなるというのはどのようなメカニズムなのか．
まず，政府や中央銀行など政策決定者は，ある時点で最適だと思い裁量政策を決定してはな
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らず，先を見据えた政策ルールを作ることが望ましい．なぜならば，政策決定者の決定は，民
間エージェントの意思決定に影響を与えたあげく，彼等の選好は大きく変化し，さらにその民
間エージェントの変化に呼応して，政府自身も変化するからである．よって最初から予定され
ていた結果は生まれないのであり，予定通り政策を遂行するためのルールが必要である．
この原理が，国際社会にそのまま援用できるかはまだわからないが，ある時点で選ばれた政
策決定は現在の結果の価値を最大化するけれども，将来の時点での価値は計れないという点で
は援用できる．また選ばれた政策は一貫しているけれども最適ではないという点においても同
様である．つまりここでは，国際関係理論において完全合理性はなく，国際関係や国際システ
ム上でも非合理な結果は起こり得ることを述べている．またこれは R. コヘインが主張する最
適な選択をするのに制度が必要であるという仮定や，C. グレイサーが述べるように合理性の
基準の提示の必要性とも関連している．そして，この原理が国際関係における政策決定過程で
の政策決定者の意思決定過程が政策全体に影響を与えているというミクロとマクロの融合につ
いても述べるきっかけとなるといえる．国際社会における行為主体の行動は，構造というマク
ロの影響のみならず，行為主体側の主観というミクロの影響からも制約を受けるのである．
3．国際関係理論の再構築
上述した社会学や経済学の概念がそのまま国際関係理論に援用されてはいないが，これまで
の国際関係理論のなかでの合理的選択論は社会学や経済学が想定していることを含んでいると
いえるのではないか．合理的選択論は意思決定主体や各自の選好，各自が選択し得る戦略，各
自が戦略を選択する順序，戦略を決定する際に利用できる情報などについて仮定条件を特定
し，その条件のもとで意思決定主体が効用最大化という目的に適う行動を合理的に選択すると
すれば各自がどのように行動し，その結果どのようなことが起きるかを演繹的に分析できるも
のである．経済学の例でも示したように，常に，この合理的選択という枠組みには裁量をする
意思決定主体の存在がある．それをネオネオ統合ではネオリベラル制度論が国家を意思決定主
体として合理的選択という方法論の枠組みのなかで受容したことにより，その行動を説明する
場合，国家の安定した選好としての合理性を仮定してしまった．そこでは自由裁量の余地がな
く，本来裁量に含意されている柔軟な意思決定過程も，静態的なものになり，自由裁量の意味
をなくしてしまった．
近接学問である社会学や経済学から様々な概念を援用し国際関係理論の今後を検討してきた
が，これらの議論から現時点で結論付けられるのは，どちらにしても変化を説明するためには
行為主体を前提としていくということと，その行為主体が選好を変化させるには行為主体が見
ている景色，つまり，国際社会そのものの意味が変化しているということであった．
合理的選択論の意味するものはとても複雑である．主に冷戦期の国際関係理論において，こ
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の合理的選択論は本来政策決定者レベルでの議論として捉えられるべきものが，国際構造レベ
ルでの国家の対外政策決定へ類推され，ある一定の政策選好を想定していた．そして，この方
法論は時代の変化についていくことができず，国際関係理論に停滞をもたらした．しかしそれ
を理解していながらも未だに新しい理論が完成したわけではなく，その過程にいるといえる．
国際構造レベルでの合理的選択論を本来の政策決定論における合理的選択へと移行させてみる
ことにより，新たな国際関係理論の局面をもたらすのではないかということと，そしてこれら
の新しい試みをもたらしたのはコンストラクティヴィズムが投げかけた間主観性という概念か
らはじめる行為主体への注目があったからではないのかといえる．主観を持つ行為主体を分析
する必要性を改めて国際関係理論全体が認識し始めている．
お わ り に
国際関係理論の分析対象は，国家間関係だけではなくなりつつある．現在のグローバル化し
た国際社会を分析するには既存の理論の枠組みでは難しい側面もあり，その主要な原因が，行
為主体が多様化し，国際社会が多層化していることが挙げられる．また，これまで行為主体の
選好は合理的であると考え，そこから国家の行動を予測していたけれども，既存の国際関係理
論においては合理的選択という政策決定過程における一過程が所与のものとして固定化されて
いたことも，現在のグローバル化した国際社会を分析することを難しくしていると考えた．そ
の意味でも本稿は，冷戦後注目されるようになった行為主体の選好の変化を捉えることのでき
る国際関係理論の構築に関する近年の動向を検討したものであった．
まず，Ⅰ章においては，70 年代の R. ジャービスに始まり，近年の A. キッド，そして C. グ
レイサーへの議論の流れを捉えながら，行為主体の主観を国際関係理論が常に分析しようと試
みてきたことをまとめた．C. グレイサーをめぐる議論に関しては，理論の役割は何であった
のか，規範的なものを示唆する理論とは何かについて考えた．また C. グレイサーは規範的な
ものを提示し判断する際に，国際関係を分析する過程のなかで政策決定過程を重視しており，
その際に，政策決定者は状況に合わせて協力的にも非協力的にもなると考え，そのことは行為
主体が主観を国際環境の変化で変化させるコンストラクティヴィズムの議論にも接近すること
を述べた．そしてコンストラクティヴィズムの存在意義は，行為主体の主観に注目を集めさせ
たことであり，その結果政策決定論の見直しが進んでいると指摘した．
Ⅱ章では，C. グレイサーの議論を受けて，国際関係理論における政策決定過程の重要性を
考察した．政策決定過程は，国内社会と国際社会を橋渡しする過程であり，また行為主体と構
造との相互作用性を捉える意味でも，政策決定者と国際社会の環境との両者を想定することが
できる．その点で，行為主体をこれまでも分析してきた政策決定過程を改めて捉え直し，国際
関係理論が政策決定論と融合することで，説明能力が上がることも指摘していった．しかしこ
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の融合は簡単に達成できるわけではなく，いくつかの問題も存在していた．方法論的個人主義
の問題もその 1つであり，Ⅲ章では，方法論と合理性について言及し，国際関係理論が政策決
定論と融合していく際の問題点を指摘した．社会学や経済学といった国際関係学の近接の学問
では，方法論的個人主義はしばしば用いられてきたが，特に社会学では，「社会は究極的には
個人に還元できる」と考えていることからも，「個」を分析してきた．「個」を分析していく
と，「個」が取った政策が変更する過程を捉えやすくなり，結果として全体の変更も捉えやす
くなることは説明できるが，実際にそのことを理論化することは難しく，今後の課題でもあ
る．そしてこれらの一連の議論を国際関係理論に援用できるのかを最後に論じた．その際に言
及したのは，ネオリアリズムとネオリベラル制度論の統合，そしてコンストラクティヴィズム
からの影響とその後の議論でもたらされた新たな視点であった．間主観性という概念は，主観
を持つ行為主体を分析することを前提としており，主観が変更するということは，主観を持つ
行為主体が見る国際社会上の景色が変化したということである．この 2つのことを同時に満た
すためには，国際関係理論には「構造とエージェント」の視点が必要であり，国際構造と行為
主体の相互作用性を分析する枠組み作りが急務であるといえた．国際社会は国家間という枠組
みだけではなく，その他の行為主体も存在しており，長期的にはこれらの行為主体を分析でき
るメガ理論が必要となってくる．国際社会全体を見るための指針としての国際関係理論である
からである．しかし既存の国際関係理論では限界もあった．特に国際構造のみに焦点を当てて
きたリアリズムの系譜の停滞が限界をもたらしたのであるが，そこに新しい可能性を与えたの
がコンストラクティヴィズムの間主観性の概念であった．このコンストラクティヴィズムの間
主観性を捉えることを既存の国際関係理論に取り入れることで，国際関係理論に行為主体分析
の枠組みの必要性が示唆されるようになり，そのことで国際関係理論の再考が促されつつあ
る．
リアリズムとコンストラクティヴィズムの違いは僅差であり，国際関係理論はそのなかで議
論を繰り返すより，国際関係理論が果たせる役割を意識する必要がある．本稿ではあまりふれ
ることができなかったが，間主観により規範がつくられるということは，リベラリズムでもリ
アリズムでもあるということなのではないだろうか．結局は規範形成の根底には国益重視があ
り，行為主体である国家はそのことを意識する．よって国際関係理論の役割は，国際社会のな
かで国家が政策決定の選好をするときに，少しでも貪欲な行動をする可能性を減らすことであ
り，国際社会全体で規範を作る枠組みを作り出していくことに意義を見出すことではないかと
考える．C. グレイサーは，国家が取る合理的な選択を提示することが国際関係理論の役割だ
と考えているが，それぞれの国家にそれぞれの合理性があることを考えると実現への道のりは
長いといえる．そして，グローバル化していくなかで国際社会がさらに変化し，国家だけが行
為主体でなくなるとき，そのことはますます難しくなる．規範を創りだす行為主体と，その行
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為主体が規範を受容するということがどのようなことなのかを理解すること，そしてそれを理
解したうえで国際社会の安定を示唆することは，グローバル化していく国際社会を捉える社会
科学全体にとっても重要な論点となり得る．
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